
 

 

 

平成 24 年度 11 月補正予算案等の概要 

 

Ⅰ 補正予算案について 

９月補正予算編成後の状況の変化により、特に緊急に対応する必要があるものについて、補

正予算措置を講ずる。 

 

１ 歳入・歳出予算の補正                     (単位：百万円、％) 

11 月補正予算額 
会 計 別 

前回までの 
累計額 

(1) (2) 計 

11 月現計 
予算額 

（参考） 

24 年度 11 現／

23 年度 11 現 

一 般 会 計 1,776,404 10 3,684 3,694 1,780,099 98.0 

特 別 会 計 932,764 － － － 932,764 104.5 

企 業 会 計 107,652 － － － 107,652 89.9 

計 2,816,821   10 3,684   3,694 2,820,516 99.7 

（注）この資料の計数は、表示単位未満切り捨てのため、符合しないことがある。 

 

２ 一般会計の財源内訳                           (単位：百万円) 

11 月補正予算額 
款  別 

前回までの 

累計額 (1) (2) 計 
11 月現計予算額

国 庫 支 出 金 167,316 － 3,684 3,684 171,000 

繰 入 金 62,529 10 － 10 62,540 

そ の 他 1,546,558 － － － 1,546,558 

計 1,776,404 10 3,684 3,694 1,780,099 

 

３ 補正予算案の内容 

○新(1)  小田原高等看護専門学校等再整備費補助                               1,073万円 

看護師養成施設の再整備を支援することにより、看護職員の資質向上及び定着促進を図

るため、（社）小田原医師会が経営する小田原高等看護専門学校及び小田原看護専門学校

の再整備に対して助成する。 

                      ［保健福祉局地域保健福祉部保健福祉人材課 TEL 045-210-4742］ 

 

(2) 衆議院議員の総選挙等に要する経費                             36 億 8,422 万円 

衆議院議員の総選挙及び最高裁判所裁判官の国民審査の実施にあたり、必要な経費を計

上する。 

［総務局総務部市町村行政課 TEL 045-210-3160］ 
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Ⅱ 平成 24 年第３回県議会定例会（11月提案分）条例案等 

 

１ 提出予定議案の概要 
   

区   分 提案件数 

条 例 の 制 定 ２８  件 

条 例 の 改 正 １２  件 

工事請負契約の締結  ３ 件 

指定管理者の指定の変更 ２７ 件 

そ の 他  ６ 件 

計 ７６ 件 

 

２ 主な条例案等 
 

【条例の制定及び改正】 

○ 地域主権改革一括法の制定等に伴い制定及び改正するもの33条例（Ｐ５参照） 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（第１次及び第２次一括法）による関係法の一部改正等に伴い、新たに条例委任事項

となった施設・公物設置管理基準を規定又は県の権限を市町村へ移譲する必要があるため、

関係条例の制定及び改正を行うとともに、その他所要の改正を行う。 

 

○ 神奈川県地震災害対策推進条例（Ｐ10参照） 

地震災害対策の総合的な推進を図り、全ての県民が安全で安心して暮らすことができる社会の

実現に寄与するため、地震災害対策について、基本理念、県、県民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、その基本となる事項を定める条例を制定する。 

 [安全防災局危機管理部災害対策課 TEL 045-210-3420] 

 

○ 神奈川県局設置条例の一部を改正する条例（Ｐ11参照） 

次世代育成やエネルギー問題、県内経済の活性化などの重要な県政課題に対して、迅速か

つ的確に対応することができる組織とするために、本庁機関を再編することに伴い、所要の

改正を行う。 

[総務局組織人材部人材課 TEL 045-210-2150] 

 

○ 港湾の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例（Ｐ12参照） 

臨港道路附属駐車場の短時間利用者の利便性向上及び近隣駐車場の料金との均衡を図るた

め、現行の１回単位の固定料金制から時間料金制に変更するなど、所要の改正を行う。 

[県土整備局河川下水道部砂防海岸課 TEL 045-210-6500] 

 

【指定管理者の指定の変更】 

○ 指定管理者の指定の変更について（Ｐ13参照） 

現下の厳しい財政状況を踏まえ、緊急財政対策において全ての県有施設のあり方を検討す

ることとしたため、平成 25 年度末に指定期間が満了する施設について、検討を行う間の緊

急的な措置として、現行の指定期間を１年間延長する。 
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３ その他の提出予定議案 
 
【条例の改正】 

○ 住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

藤沢市が県からＮＰＯ法人の設立認証等の事務の移譲を受けることに伴い、知事から藤沢

市長に住民基本台帳法に定める本人確認情報を提供するため、所要の改正を行う。 

[総務局総務部市町村行政課 TEL 045-210-3160] 

 

○ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定

める条例の一部を改正する条例 

地方税法第37条の２第１項第４号の規定により税額控除の対象となる寄附金を受け入れる

ＮＰＯ法人（４法人）を新たに指定する。 

[県民局県民活動部ＮＰＯ協働推進課 TEL 045-312-1121 内線 2860] 

 

○ 神奈川県立の高等職業技術校等に関する条例の一部を改正する条例 

平成25年４月に西部総合職業技術校が開校することに伴い、既存の平塚高等職業技術校、

藤沢高等職業技術校、小田原高等職業技術校及び秦野高等職業技術校を廃止等するため、所

要の改正を行う。 

[商工労働局労働部産業人材課 TEL 045-210-5700] 

 

○ 神奈川県道路附属物自動車駐車場条例の一部を改正する条例 

道路附属物自動車駐車場（由比ガ浜地下駐車場、片瀬海岸地下駐車場）について利用料金

制度を導入等するため、所要の改正を行う。 

[県土整備局道路部道路管理課 TEL 045-210-6350] 

 

【工事請負契約の締結】 

 名   称 工事の場所 工事請負金額 

① 
かながわ県民センター設備改修工

事（空調）請負契約 

横浜市神奈川区鶴屋町二丁目

地内 
８億1,900万円

② 
酒匂川流域下水道箱根小田原幹線

管渠築造工事（その１）請負契約 

小田原市扇町六丁目から扇町

三丁目地内 
９億2,867万1,156円

③ 
藤沢西高校特別教室棟新築工事

（建築）請負契約 
藤沢市大庭地内 ８億5,871万7,825円

①[県民局県民活動部ＮＰＯ協働推進課 TEL 045-312-1121内線2860] 

②[県土整備局河川下水道部下水道課 TEL 045-210-6440] 

③[教育局総務部まなびや計画推進課 TEL 045-210-8061] 

 

【その他】 

○ 不動産の処分について（神奈川県立川崎南高校跡地） 

土地 川崎市川崎区小田栄二丁目１番１外 31,569.20㎡ 

売却予定金額 34億7,000万円 

 [総務局施設財産部財産管理課 TEL 045-210-2501] 

 

○ 訴訟の提起について 

湘南国際村低層住宅Ａ地区の土地購入者に対し、組合員負担費用等請求の訴訟を提起する

ため提案するもの。 

 [環境農政局環境保全部環境計画課 TEL 045-210-4050] 



 

○ 訴訟の提起について 

借上公共賃貸住宅の家賃の滞納者に対し、家賃等の請求及び明渡し請求の訴訟を提起する

ため提案するもの。 

[県土整備局建築住宅部住宅計画課 TEL 045-210-6531] 

 

○ 仲裁について 

次の紛争の解決を図るため、建設工事紛争審査会の仲裁に付すため提案するもの。 

①真鶴港港湾改修事業防波堤整備工事その１請負契約に関する紛争 

②真鶴港港湾改修事業防波堤整備工事その２請負契約に関する紛争 

 [県土整備局河川下水道部砂防海岸課 TEL 045-210-6500] 

 

○ 当せん金付証票の発売について 

当せん金付証票法第４条第１項の規定により、平成25年度における宝くじの発売について

議決を得るため提案するもの。（平成25年度発売総額 270億円以内） 

[政策局財政部資金調査課 TEL 045-210-2290] 

 
 

問い合わせ先 

Ⅰ 補正予算案について 

神奈川県政策局財政部予算調整課 

副課長 落合 電話 045-210-2251 

予算調整第三グループ 石田  電話 045-210-2262 

Ⅱ 条例案等について 

神奈川県政策局総務部総務課 

課長 小野 電話 045-210-3010 

副課長 中谷 電話 045-210-3012 
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地域主権改革一括法の制定等に伴う条例の制定等について 

 

１ 目 的 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律」（第１次及び第２次一括法）による関係法の一部改正等に伴い、

新たに条例委任事項となった施設・公物設置管理基準を規定又は県の権限を市町

村へ移譲する必要があるため、関係33条例の制定（27件）及び改正（６件）を行

うとともに、その他所要の改正を行う。 

 

２ 概 要 

(1) 一括法関連の条例の制定及び改正について 

ア 「施設・公物設置管理基準の条例委任」関係（制定27件、改正４件） 

(ｱ) 条例委任に伴い整備する条例（制定27件、改正３件） 

【条例の制定】 

 条例名 条例委任された基準 県独自の基準 

① 
婦人保護施設の設備及び運営に関
する基準を定める条例 

婦 人 保 護 施 設 の設 備 及 び運 営 に
関する基準 

・避 難 訓 練 及 び消 火 訓 練 を毎 月 １回
以上実施する。 

 
・個人情報等秘密の保持を規定。 

② 
保護施設等の設備及び運営に関す
る基準を定める条例 

救 護 施 設 、更 生 施 設 、授 産 施 設
及 び宿 所 提 供 施 設 の設 備 及 び運
営に関する基準 

－ 

③ 医療法施行条例 既 存 病 床 数 の算 定 に当 たっ て の
必要な補正に係る定め等の基準 

－ 

④ 
児童福祉施設の設備及び運営に関
する基準を定める条例 

児 童 福 祉 施 設 の設 備 及 び運 営 に
関する基準 

保 育 所 の開 所 時 間 は、１日 につき11
時間を原則とし、当該地域における乳
幼 児 の保 護 者 の労 働 時 間 その他 家
庭 の状 況 等 を考 慮 して、当 該 保 育 所
の所 在 地 を所 管 する市 町 村 長 と協 議
の上、保育所長が定める旨を規定。 

⑤ 
地 域 活 動 支 援 センターの設 備 及 び
運営に関する基準を定める条例 

地 域 活 動 支 援 センターの設 備 及
び運営に関する基準 

－ 

⑥ 
指 定 通 所 支 援 の事 業 等 の人 員 、設
備 及 び運 営 に関 する基 準 等 を定 め
る条例 

｢指定 通 所 支援 の事 業の人 員、設
備及び運営に関する基準｣、｢基準
該 当 通 所 支 援 に関 す る人 員 、 設
備及び運営に関する基準｣及 び指
定通所支援事業者の要件 

－ 

⑦ 
指 定 障 害 児 入 所 施 設 等の人 員、設
備 及 び運 営 に関 する基 準 等 を定 め
る条例 

｢指定障害児入所施設等の人員、
設備及び運営 に関する基準｣及び
指 定 障 害 児 入 所 施 設 の設 置 者 の
要件 

－ 

⑧ 
指 定 障 害 福 祉 サービスの事 業 等 の
人 員 、設 備 及 び運 営 に関 する基 準
等を定める条例 

｢指 定 障 害 福 祉 サービス事 業 に従
事する従 業 者に関する基 準｣、｢指
定 障 害 福 祉 サービス事 業 の設 備
及び運営に関する基準｣、｢基準該
当障害福祉サービスの従業者、設
備及び運営に関する基準｣及 び指
定 障 害 福 祉 サービス事 業 者 の要
件 

－ 
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 条例名 条例委任された基準 県独自の基準 

⑨ 
指 定 障 害 者 支 援 施 設の人 員 、設 備
及 び運 営 に関 する基 準 等 を定 める
条例 

｢指定障害者支援施設が有する従
業者に関する基準｣、｢指定障害者
支 援 施 設 の設 備 及 び運 営 に関 す
る基準｣及び指定障害者支援施設
の設置者の要件 

－ 

○10  
障 害 福 祉 サービス事 業 の設 備 及 び
運営に関する基準を定める条例 

障 害 福 祉 サー ビス事 業 の設 備 及
び運営に関する基準 

－ 

○11  
福 祉 ホームの設 備 及 び運 営 に関 す
る基準を定める条例 

福 祉 ホームの設 備 及 び運 営 に関
する基準 

－ 

○12  
障害者支援施設の設備及び運営に
関する基準を定める条例 

障 害 者 支 援 施 設 の設 備 及 び運 営
に関する基準 

－ 

○13  
軽 費 老 人 ホームの設 備 及 び運 営 に
関する基準を定める条例 

軽 費 老 人 ホームの設 備 及 び運 営
に関する基準 

サービスの提 供 に関 する記 録 の保 存
期間を５年間とする。 

○14  
養 護 老 人 ホームの設 備 及 び運 営 に
関する基準を定める条例 

養 護 老 人 ホームの設 備 及 び運 営
に関する基準 

処遇状況に関する記録の保存期間を
５年間とする。 

○15  
特 別 養 護 老 人 ホームの設 備 及 び運
営に関する基準を定める条例 

特 別 養 護 老 人 ホームの設 備 及 び
運営に関する基準 

・従 来 型 施 設 の居 室 定 員 について、
原則１人とするが、既存は現行どおり
４人 までとし、施 行 日 から現 行 の「か
ながわ高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 」の満
了 日 （平 成 26年 度 末 ）までに新 設 、
増 改 築 した施 設 は条 件 付 きで４人 ま
で認める。 

 
・ 従 来 型 施 設 の 廊 下 の 幅 員 に つ い
て、入 所 者 等 の円 滑 な往 来 に支 障
が生じないと認められる場合は、片廊
下 1.5m以 上 、中 廊 下 1.8m以 上 とす
る。 

 
・処 遇 状 況 に関 する記 録 の保 存 期 間
を５年間とする。 

○16  
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設の人 員、設
備 及 び運 営 に関 する基 準 等 を定 め
る条例 

「指定介護老人福祉施設の人員、
設備及び運営に関する基準」及び
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設の入 所 定
員に関する事項 

・従 来 型 施 設 の居 室 定 員 について、
原則１人とするが、既存は現行どおり
４人 までとし、施 行 日 から現 行 の「か
ながわ高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 」の満
了 日 （平 成 26年 度 末 ）までに新 設 、
増 改 築 した施 設 は条 件 付 きで４人 ま
で認める。 

 
・ 従 来 型 施 設 の 廊 下 の 幅 員 に つ い
て、入 所 者 等 の円 滑 な往 来 に支 障
が生じないと認められる場合は、片廊
下 1.5m以 上 、中 廊 下 1.8m以 上 とす
る。 

 
・施設サービスの提供に関する記録の
保存期間を５年間とする。 

○17  
介 護 老 人 保 健 施 設の人 員 、施 設 及
び設 備 並 びに運 営 に関 する基 準 を
定める条例 

介 護 老 人 保 健 施 設 の人 員 、施 設
及 び設 備 並 びに運 営 に関 する基
準 

・ 従 来 型 施 設 の 廊 下 の 幅 員 に つ い
て、入 所 者 等 の円 滑 な往 来 に支 障
が生じないと認められる場合は、片廊
下 1.5m以 上 、中 廊 下 1.8m以 上 とす
る。 

 
・施設サービスの提供に関する記録の
保存期間を５年間とする。 
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 条例名 条例委任された基準 県独自の基準 

○18  
指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設の人 員、
設 備 及 び運 営 に関 する基 準 を定 め
る条例 

健 康 保 険 法 等 の一 部 を改 正 する
法 律 附 則 第 百 三 十 条の二 第 一 項
の規 定 によりなおその効 力 を有 す
るものとされた指 定 介 護 療 養 型 医
療 施 設 の人 員 、設 備 及 び運 営 に
関する基準 

施 設 サービスの提 供 に関 する記 録 の
保存期間を５年間とする。 

○19  
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 等 の 事 業 の 人
員 、設 備 及 び運 営 に関 する基 準 等
を定める条例 

｢指 定 居 宅 サービス等 の事 業 の人
員 、設 備 及 び運 営 に関 する基 準 ｣
及 び 指 定 居 宅 サービス事 業 者 の
要件 

・指定短期入所生活介護事業所の従
来 型 の廊 下 の幅 員 につ いて、利 用
者 等 の円 滑 な往 来 に支 障 が生 じな
いと認 められる場 合 は、片 廊 下 1.5m
以上、中廊下1.8m以上とする。 

 
・介 護 の提 供 に関 する記 録 の保 存 期
間を５年間とする。 

○20  
指 定 介 護 予 防 サービス等 の事 業 の
人 員 、設 備 、運 営 等 に関 する基 準
等を定める条例 

｢指 定 介 護 予 防 サービス等 の事 業
の人 員 、設 備 及 び運 営 並 び に指
定介護予防サービス等に係る介護
予 防 のための効 果 的 な支 援 の方
法に関する基準｣及び指定介護予
防サービス事業者の要件 

・指定介護予防短期入所生活介護事
業 所 の従 来 型 の廊 下 の幅 員 につい
て、利 用 者 等 の円 滑 な往 来 に支 障
が生じないと認められる場合は、片廊
下 1.5m以 上 、中 廊 下 1.8m以 上 とす
る。 

 
・介 護 の提 供 に関 する記 録 の保 存 期
間を５年間とする。 

○21  
神 奈 川 県 が設 置 する専 用 水 道 の水
道技術管理者の資格を定める条例 

専 用 水 道 の水 道 技 術 管 理 者 の資
格に関する基準 － 

○22  
食 品 衛 生 検 査 施 設 の 設 備 及 び 職
員の配置の基準を定める条例 

製品検査及び収去した食品、添加
物、器具又は容器包装の試験にか
か る 事 務 を 行 う 検 査 施 設 の 設 備
（機械及び器具を含む。）に関する
基 準 及 び 検 査 又 は試 験 のために
必要な職員の配置に関する基準 

－ 

○23  

高 齢 者 、障 害 者 等 の移 動 等 の円 滑
化 のために必 要 な特 定 公 園 施 設 の
設置に関する基準を定める条例 

移 動 等 円 滑 化 が必 要 な特 定 公 園
施設の設置基準 

・通路の縦断こう配を４％以下とする。
・排 水 溝を設 ける場 合 、つえ等 が落ち
込まない構造の溝蓋を設ける。等 

○24  

神 奈 川 県 が管 理 する県 道 における
高 齢 者 、障 害 者 等 の移 動 等 の円 滑
化 のために必 要 な県 道 の構 造 に関
する基準を定める条例 

移 動 等 円 滑 化 のために必 要 な道
路の構造に関する基準 

・横 断 歩 道 に接 続 する歩 道 等 の部 分
は、縁 端 は車 椅 子 使 用 者 の通 行 に
支障のない構 造 とし、段 差接 続 部 分
は原 則 車 椅 子 使 用 者 が円 滑 に転 回
できる水平な部分の基準を設ける。 

 
・ 横 断 歩 道 が 横 切 る 分 離 帯 の 部 分
は、原則車道と同一の高さとする。 

 
・排 水 溝 は、歩 行 者 の通 行 部 分 には
原則設置せず、やむを得ず設ける場
合 は、つえ等 が落 ち込 まない構 造 の
溝蓋を設ける。等 

○25  
雨 水 貯 留 浸 透 施 設 及 び 保 全 調 整
池の標識の設置に関する条例 

雨水貯 留浸 透 施設及び保 全 調整
池が存する旨を表示した標識に関
する基準 

－ 

○26  

流域下水道の構造の技術上の基準
及び終末処理場の維持管理に関す
る条例 

｢流域下水道の構造の技術上の基
準 ｣ の 一 部 及 び 終 末 処 理 場 の 維
持管理に関する事項 

－ 

○27  

高 齢 者 、障 害 者 等 の移 動 等 の円 滑
化 の促 進 に係 る信 号 機 等 に関 する
基準を定める条例 

移 動 等 円 滑 化 の促 進 に係 る信 号
機等に関する基準 

－ 
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【条例の改正】 

 条例名 条例委任された基準 県独自の基準 

○28  

神 奈 川 県 職 業 能 力 開 発 促 進 法 関
係 手 数 料 条 例 の一 部 を改 正 する条
例 

県 立 の職 業 能 力 開 発 施 設 におい
て行う職業訓練の基準等 

－ 

○29  
神奈川県都市公園条例の一部を改
正する条例 

都 市 公 園 の設 置 基 準 及 び公 園 施
設の設置基準 

・都市公園の定量（一人当たりの都市
公園の敷地面積の標準）に関する規
定 の対 象 範 囲 を一 の市 町 村 ではな
く、県域とする。 

 
・災害救援活動の拠点としての機能を
規定。 

○30  
神奈川県県営住宅条例の一部を改
正する条例 

公 営 住 宅 等 の整 備 基 準 及 び入 居
収入基準 

－ 

 

(ｲ) ア(ｱ)【条例の制定】に伴い改正する条例（改正１件） 

 条例名 改正の概要 

○31  
神 奈 川 県 みんなのバリアフリー街 づ
くり条例の一部を改正する条例 

本県及び県内市町村がその移動等円滑化基準を条例に定めることとなる特
定道路及び特定公園施設について、本条例の整備基準の適用除外を定め
る。 

 

イ 「市町村への権限移譲」関係（改正２件） 

 条例名 改正の概要 

○32  
事 務 処 理 の特 例 に関 する条 例 の一
部を改正する条例 

・薬局の開設許可等の事務が保健所設置市に移譲されるため、別表から対
象事務の削除や規定の整理を行う。 

 
・医 師 等 による未 熟 児 の保 護 者 に対 する訪 問 指 導 に係 る事 務 が全 市 町 村
に移譲されるため、別表から全ての移譲事務を削除する。 

○33  

小 規 模 水 道 及 び小 規 模 受 水 槽 水
道 における安 全 で衛 生 的 な飲 料 水
の確 保 に関 する条 例 の一 部 を改 正
する条例 

水 道 法 の専 用 水 道 等 の事 務 が市 に移 譲 されるため、水 道 法 の規 制 を受 け
ない小規模水道等の衛生対策も市が実施できるよう、所要の改正を行う。 

 

(2) 一括法関連以外の改正について 

(1)のうち、次の３条例については、一括法関連以外の改正も行う。 

 条例名 改正の概要 

○29  
神奈川県都市公園条例の一部を改
正する条例 

業としての写真撮影を許可必要行為として規定し、併せて使用料を定めると
ともに、平成25年４月１日から供用開始を予定している相模三川公園のパー
クゴルフ場の使用料を定めるなど、所要の改正を行う。 

○30  
神奈川県県営住宅条例の一部を改
正する条例 

福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 の施 行 に伴 い、居 住 制 限 者 に係 る公 営 住 宅 の
入 居 者 資 格 の特 例 を設 けるとともに、県 営 住 宅 の管 理 運 営 （敷 金 、立 入 検
査）の規定に関し、所要の改正を行う。 

○32  
事 務 処 理 の特 例 に関 する条 例 の一
部を改正する条例 

知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することに関し、対象事務
（NPO法人の設立認証等の事務を藤沢市に移譲）及び対象市町（パスポー
トの発 給申 請に係る書 類の受理 等の事 務を相 模 原市 、特 別 地域 内の木 竹
損 傷 の許 可 等 の事 務 を真 鶴 町 及 び愛 川 町 、駐 車 場 等 管 理 者 の周 知 義 務
違反者等の公表事務等を海老名市に移譲）を追加するなど、所要の改正を
行う。 
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３ 施行期日 

(1) 一括法関連の条例の制定及び改正については、平成25年４月１日 

ただし、○21 、○22 、○25 、○26 、○27 及び○31 については、公布の日 

 

(2) 一括法関連以外の条例の改正については、平成25年４月１日 

ただし、○30 のうち、福島復興再生特別措置法の施行に伴う、居住制限者に係る

公営住宅の入居者資格の特例に関する規定については、公布の日 

また、○32 のうち、パスポートの発給申請に係る書類の受理等を相模原市に移譲

する関係に係る規定については、平成25年３月15日（その他の規定の整理等につ

いては、公布の日） 

 

①[県民局県民活動部人権男女共同参画課 TEL 045-210-3630] 

②[生活保護法に基づく保護施設について 保健福祉局地域保健福祉部生活援護課 TEL 045-210-4900] 

②[社会福祉法に基づく授産施設について 保健福祉局地域保健福祉部地域保健福祉課 TEL 045-210-4740] 

③[保健福祉局保健医療部医療課 TEL 045-210-4860] 

④[保育所・児童厚生施設について 保健福祉局福祉・次世代育成部次世代育成課 TEL 045-210-4660] 

④[障害児関係施設について 保健福祉局福祉・次世代育成部障害サービス課 TEL 045-210-4702] 

④[上 記 以 外 の社 会 的 養 護 関 係施 設 等 に つ い て 保健福祉局福祉・次世代育成部子ども家庭課 TEL 045-210-4650] 

⑤[保健福祉局福祉・次世代育成部障害福祉課 TEL 045-210-4700] 

⑥から○12 [保健福祉局福祉・次世代育成部障害サービス課 TEL 045-210-4702] 

○13 から○18 [保健福祉局福祉・次世代育成部高齢施設課 TEL 045-210-4850] 

○19 及び○20 [短期入所等について  保健福祉局福祉・次世代育成部高齢施設課 TEL 045-210-4850] 

○19 及び○20 [上 記 以 外 のサ ー ビ ス につ い て 保健福祉局福祉・次世代育成部介護保険課 TEL 045-210-4801] 

○21 及び○33 [保健福祉局生活衛生部環境衛生課 TEL 045-210-4930] 

○22 [保健福祉局生活衛生部食品衛生課 TEL 045-210-4932] 

○23 及び○29 [県土整備局環境共生都市部都市公園課 TEL 045-210-6220] 

○24 [県土整備局道路部道路管理課 TEL 045-210-6350] 

○25 [県土整備局河川下水道部流域海岸企画課 TEL 045-210-6470] 

○26 [県土整備局河川下水道部下水道課 TEL 045-210-6440] 

○27 [警察本部交通部交通規制課 TEL 045-211-1212 内線5161] 

○28 [商工労働局労働部産業人材課 TEL 045-210-5700] 

○30 [県土整備局建築住宅部公共住宅課 TEL 045-210-6533] 

○31 [保健福祉局地域保健福祉部地域保健福祉課 TEL 045-210-4740] 

○32 [総務局総務部市町村行政課 TEL 045-210-3160] 
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神奈川県地震災害対策推進条例案の概要 

 

１ 目 的 

地震災害対策の総合的な推進を図り、全ての県民が安全で安心して暮らすことができる社会の

実現に寄与するため、地震災害対策について、基本理念、県、県民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、その基本となる事項を定める条例を制定する。 
 

２ 内 容 

(1) 基本理念 

地震災害対策は、次の基本理念に基づき実施されるものとする。 

ア 県民の生命を守ることを最優先に、地震災害を防止、軽減する減災を旨に実施 

イ 自助、共助、公助を基本に、各主体が役割を果たすとともに、協働して実施 

ウ 本県における自然的条件、社会的条件を考慮し、実施 

エ 男女双方、災害時要援護者、旅行者等の多様な主体の視点に立って、実施 

(2) 関係者の責務 

県、県民、事業者の責務を規定 

(3)  関係者との連携 

県と市町村、国、防災関係機関等との連携を規定 

(4)  財政上の措置 

地震災害対策を推進するために必要な財政上の措置を講ずる努力義務を規定 

(5)  基本的な対策 

県、県民及び事業者が、それぞれの役割のもとで協働して取り組む対策を規定 

（ ）内は主な取組内容 

ア 地震防災に配慮したまちづくりの推進（計画的な土地利用、建築物の耐震性向上） 

イ 地震防災に関する知識の普及等（防災教育の推進） 

ウ 物資の備蓄等（食料、飲料水等の備蓄、資機材の整備） 

エ 自主防災組織及びボランティア団体が行う地震防災活動の充実 

オ 防災訓練の実施等 

カ 避難対策の実施（避難場所等の確保、避難の実施） 

キ 津波対策の実施（津波避難施設の確保、多様な情報提供手段の確保・普及） 

ク 災害応急対策の実施（体制整備、初期消火、救助、応急手当の実施） 

ケ 帰宅困難者対策の実施（一斉帰宅の抑制、一時滞在施設の確保） 

コ 復旧及び復興（体制整備、生活再建、事業継続等による地域経済復興への貢献） 

  

３ 施行期日 

平成25年４月１日 

 

 

問い合わせ先 

 安全防災局危機管理部災害対策課長   金井 電話 045-210-3420 

 安全防災局危機管理部災害対策課副課長 佐川 電話 045-210-3423 
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神奈川県局設置条例の一部を改正する条例案の概要 

 

１ 目 的 

次世代育成やエネルギー問題、県内経済の活性化などの重要な県政課題に対して、迅速かつ的

確に対応することができる組織とするために、本庁機関を再編することに伴い、所要の改正を行

う。 

 

２ 内 容 

(1) 次世代育成部門を保健福祉局から県民局に移管し、青少年育成施策と一元化して次世代育成

の取組みを進める。 

(2) エネルギー関連産業の育成・集積など、産業支援の一層の推進を図り、県内経済の活性化を

進めるため、商工労働局を産業労働局として再編する。 

(3) 市町村行政、基地対策や情報化の推進を政策局の所管とし、対応の強化を図る。 

(4) 財務部門を政策局から総務局に移管し、厳しい財政状況に対応した取組みを推進する。 

 

３ 施行期日 

平成25年４月１日 

問い合わせ先 

総務局組織人材部人材課長      大竹 電話 045-210-2150 

総務局組織人材部人材課企画グループ 船山 電話 045-210-2160 
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港湾の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例案の概要 

 

１ 目 的 

臨港道路附属駐車場（以下「駐車場」という。）の短時間利用者の利便性向上及び近隣駐車場

の料金との均衡を図るため、現行の１回単位の固定料金制から時間料金制に変更するなど、所要

の改正を行う。 
 

２ 内 容 

(1) 駐車場の料金体系の見直し 

短時間の利用がしやすい料金体系とするために、現行の１回単位の固定料金を基本とする料

金制から時間料金制に見直しを行う。 
 

＜湘南港及び葉山港＞ 

改定後料金 
現行料金 

上限額(１日あたり) 車両の種類 

通常期 夏期 

時間 
料金 港湾施設 

利用者 
その他の者

普通車 670円/回 800円/回 

葉山港＊ 300円/時間､750円/1泊 400円/時間､750円/1泊 
300円   800円 1,500円

二輪車 260円/回 260円/回 

葉山港＊ 120円/時間､300円/1泊 120円/時間､300円/1泊 
150円   400円 750円

大型車 930円/回 1,080円/回 

葉山港＊ 900円/時間､2,250円/1泊 1,200円/時間､2,250円/1泊
600円 1,600円 3,000円

 ＊港湾施設利用者を除くその他の者については、平成13年7月から時間制を導入している。 

 

＜大磯港＞ 

現行料金 改定後料金 
車両の種類 

通常期 夏期 
時間 
料金 

上限額(１日あたり) 

普通車 670円/回 800円/回 300円 1,000円 

二輪車 260円/回 260円/回 150円   500円 

大型車 930円/回 1,080円/回 600円 2,000円 

 

(2) 利用料金制の導入 

葉山港及び大磯港の港湾施設のうち、指定管理者の努力が収入増に結びつく、駐車場利用料、

港湾管理事務所の利用料等について、利用料金制＊を導入する。 
＊施設の利用料金を当該指定管理者に収受させることができる制度。 

 

３ 施行期日  

(1）駐車場の料金体系の見直し 平成25年４月１日 

(2) 利用料金制の導入     平成26年４月１日 

 

問い合わせ先 

県土整備局河川下水道部砂防海岸課長      小内
おない

 電話 045-210-6500 

県土整備局河川下水道部砂防海岸課審査グループ 永井 電話 045-210-6505 
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指定管理者の指定の変更 
 

指定期間 
 施設の名称 

変更後 変更前 
指定管理者の名称 

① かながわアートホール H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川芸術文化財団 

② 塚山公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31
(公財)神奈川県公園協会・県立塚山公
園保存会グループ 

③ 保土ケ谷公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

④ 三ツ池公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 横浜緑地・西武造園・協栄グループ 

⑤ 葉山公園及びはやま三
ヶ岡山緑地 

H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

⑥ 湘南海岸公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (株)湘南なぎさパーク 

⑦ 相模湖公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (一般社団)相模湖観光協会 

⑧ 城ケ島公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31
(社)三浦市観光協会・(有)湯山造園土
木 

⑨ 恩賜箱根公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31
(公財)神奈川県公園協会・(株)小田急
ランドフローラグループ 

○10  
辻堂海浜公園及び湘南
汐見台公園 

H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31
(公財)神奈川県公園協会・(株)オーチ
ューグループ 

○11  観音崎公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 横浜緑地・西武造園グループ 

○12  東高根森林公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 横浜緑地・西武造園グループ 

○13  相模原公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31
(公財)神奈川県公園協会・(株)サカタ
のタネグループ 

○14  大磯城山公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○15  七沢森林公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○16  四季の森公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 横浜緑地・西武造園グループ 

○17  座間谷戸山公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○18  秦野戸川公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○19  津久井湖城山公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○20  茅ケ崎里山公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○21  あいかわ公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)宮ケ瀬ダム周辺振興財団 

○22  相模三川公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○23  おだわら諏訪の原公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 緑栄造園・日比谷アメニス共同事業体 

○24  境川遊水地公園 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

○25  相模湖漕艇場 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (特非)神奈川県ボート協会 

○26  スポーツ会館 H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県体育協会 

○27  山岳スポーツセンター H21.4.１～H27.3.31 H21.4.１～H26.3.31 (公財)神奈川県公園協会 

①[県民局くらし文化部文化課 TEL 045-210-3800] 

②から○24 [県土整備局環境共生都市部都市公園課 TEL 045-210-6220] 

○25 から○27 [教育局生涯学習部スポーツ課 TEL 045-210-8370] 
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